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日本政府は、日米安全保障協力の新たな方向性を切り開くべく2014年4月に始められた一連の大胆な施策の中
で、防衛装備品の開発、調達、輸出において抜本的改革を進めている。この改革は1954年に自衛隊が創設さ
れ、その装備品供給が開始されて以来最大の変化となる可能性がある。 

新たな日米防衛技術協力のフロンティアを探る

偶然にもこの日本政府の取り組みと時を同じくし
て、米国では先頃から「21世紀における米国の軍事
的優位性の維持と向上」を目的とした防衛技術イニ
シアチブが進められている。このイニシアチブは、
米国の質的な軍事優位性が徐々に損なわれつつある
との危機感の中で立ち上げられたものである。

日米両国は、相互利益をもたらす次世代の軍事技術
の開発に関してより密接に協力し、地域の安定強化
に寄与することができるはずである。日米両国はこ
れまでにミサイル防衛における協力体制の構築を経
験しており、また両国の防衛関連産業はともに新た
なビジネスの機会を模索している。しかしながら、
今後はより高いレベルの協力関係を戦略的に進めて
いくことも可能であろう。このような協力関係の構
築を進める好機となりうるのが、2015年4月に計画
されている新たな二国間防衛協力指針（ガイドライ
ン）の発表である。

もちろん、これらの協力関係の強化に向けては課題
も存在する。日本の政府と産業界がこの分野の新た
な領域にどこまで踏み込めるのか、また両国が新た

な技術協力において重要となる実質的な利益を特定
し、協力関係をこれまで以上に効果的に管理するこ
とができるのかという点がいま問われている。さら
に、軍事費を拡大させている中国などの新興国が、
米国による大規模な防衛技術イノベーションの推進
に遅れをとるわけにはいかないと感じるおそれがあ
り、日本の関与はこのダイナミクスをより複雑化し
かねない。

実際のところ、このような日米協力の主な目的は、中
国に対し脅威を感じさせることのない範囲で適切なレ
ベルの軍事的優位を保つことにより、地域内の軍拡競
争が魅力的な選択肢ではなくかつ不必要だと北京に認
識させることにある。しかしながら、たとえ日米両国
の防衛力の質的向上につながらなかったとしても、こ
の両国の防衛技術協力は進め方を誤ると、域内諸国に
よる疑念を強めることになりかねない。

それでも、二国間協力の潜在的な利益を考えれば、
こうした課題に立ち向かう価値はある。本協力を成
功させるには、技術革新への適切な投資とともに、
巧みな外交手腕と一定の節度が求められる。
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日本の防衛産業の転換期

グローバルな防衛産業に参入しようとする日本の動き
は、安倍政権が2013年末に発表した新しい国家安全
保障戦略のほんの一部にすぎない。東シナ海の諸島に
おける領有権をめぐって日中の緊張が高まるなかで
発生している中国の軍事費増加と軍事活動の活発化、
さらに北朝鮮の核·ミサイル計画の進展に対する懸念
から、安倍政権は危機管理能力の強化に乗り出した。
また、日本を防衛し地域の安定により寄与していくた
め、自衛隊に対する法的制約の緩和も進めている。

日本の国家安全保障戦略の中には、国際競争力の強
化を含めた防衛生産·技術基盤の強化があげられてい
る。全体として、日本政府は戦略的に二段階の防衛装
備品調達改革に取り組んでいる。信頼できるパートナ
ーとの防衛装備·技術協力の幅と深みを拡大すること
により、ミクロレベルでは国内企業の技術レベルを世
界標準でみて一番高い水準に到達させ、またマクロレ
ベルでは日本の安全保障における他国との関係多様化
を図ろうとしている。

これらを実現するには、日本国内において限られた
防衛費からより多くの価値を引き出し、（経済および
国家安全保障上の利益のため）国内の防衛産業を強
化し、（防衛産業の国際競争力および抑止力向上のた
め）米国その他のパートナーとの同盟協力を強化する
ことを目的とした政策措置が必要となる。 

日本政府は、国家安全保障戦略に記載されている防
衛産業に関わる戦略を実施するため、まず2014年4月
に防衛装備品·技術移転に関する原則を改訂した。
現安倍政権が発足するまで、日本政府は第二次世界
大戦の終結以来、平和へのコミットメントを表明
し、対外的な混乱を避ける手段として、防衛装備品
輸出を事実上禁止してきた。日本製の部品が一部で
も含まれればすべて輸出禁止対象となり、事実上共
同開発した製品は日本国内でしか販売できなかった
ため、日本企業は魅力的なビジネスパートナーにな
りえなかったのである。

一部のミサイル防衛·航空機技術に関する日米共同
開発に関しては、日本政府はいくつかの例外を認めた
が、これによって実質的に意味のある防衛装備品輸出

が行われることはなかった。逆に日本の防衛産業は国
内市場のみに注力し、高度な機能を開発しても少量し
か生産できず、比較的高価なものとなってしまったの
である。

新しいルールのもとでは、平和維持活動や災害救援
活動、さらに“国際協力”を含めたさまざまな状況下
において防衛装備の海外移転が認められるようになっ
た。共同開発プロジェクトの実施、その他同盟国やパ
ートナー国との防衛協力の深化につながる活動など、
日本の国家安全保障に寄与する場合にも移転が認めら
れる。ただし、条約義務や国連による制裁に違反する
場合、また国連が和平仲介にあたっている紛争の当事
国への移転となる場合には防衛装備品輸出は引き続き
禁止されている。 

また、新しいルールでは当初の購入者以外の他国への
再販売（いわゆる「第三国移転」）についても、当該
技術の“適正管理”が確保される場合は認められてお
り、これによって潜在的な市場のポテンシャルはさら
に拡大する。新しいルールのもとで初めて輸出許可が
下りたのは、米国製のパトリオットミサイル防衛シス
テム（カタールへ供給予定）に使用される小型ジャイ
ロスコープであったが、日本がオーストラリアに直接
供給する潜水艦の部品やインド向けの哨戒機の輸出が
許可されるのもそれほど先のことではないだろう。 

防衛装備移転の原則改訂に続き、日本政府は2014年
6月、新たな防衛装備移転政策から期待される競争促
進と機会創出に関して、産業界に道筋を示すことを目
的とした「防衛生産·技術基盤戦略」を発表した。こ
の戦略には、長期的な官民パートナーシップの構築
と、契約期間の年限を10年に倍増すること、特定技
術の国際共同開発の推進、産業界のための研究開発ビ
ジョンの策定、大学との研究協力強化などの施策が掲
げられている。

国際的な協働に向けた下地をつくるため、日本は（
これまでのところ）オーストラリア、フランス、イン
ド、英国と防衛装備品開発協力に関わる協定の交渉
を行い、米国との既存協定の補完を図ってきた。これ
らの協定は、日本がパートナー国との防衛技術の共同
研究·開発·生産に参加するための法的枠組みを規定
するもので、各国との間に合同委員会の設置を定めて
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いる。これにより、日本の産業界により多くの機会が
生まれると期待され、場合によっては日米ともう1カ
国のパートナーが関与する三国間協力が促進される可
能性もある。すでに検討されている構想として、改良
型空対空ミサイルに関する日英協力や、日本と海外を
販路とする新型水陸両用車に関する日米協力などがあ
る。これらはいずれも段階的なステップだが、長期的
にはより積極的な協力になることも考えられる。

日本国内の防衛産業支援の政策過程における重要なも
のとして最後に、研究開発や、防衛装備品の選択から
購入、ライフサイクル管理に必要な要件確認を含め、

防衛装備品の調達プロセス全般を監督する新たな政府
機関の創設がある。

2015年までの間に、防衛省と自衛隊に分散している
関係部局を整理統合し、さらに国際協働と輸出管理と
いう新たな機能を加えて、防衛大臣の管轄下に防衛装
備庁（仮称）が新設される予定である。職員数は公務
員と自衛隊員をあわせて約1,800名となる見込みで、
長官は防衛大臣の直属となる（図を参照）。この機関
は自衛隊、経済産業省、国家安全保障局と密接に協力
しながら、政策、研究開発、試験·評価、プロジェク
ト管理、契約、技術情報保全などの役割を担うことに
なる。
 

防衛省が新設する防衛装備庁の組織
新設防衛装備庁の組織（予想）

ノート：表は防衛省の職員との会話を基に作家に作られました。最終的なバージョンは違う可能性があります。

防衛大臣

防衛技監

プロジェクト
管理部

装備·開発官等（5）装備政策部
·防衛生産·技術基盤の維持·強化
·諸外国との防衛装備·技術協力
·防衛産業等の情報保全

技術戦略部
·研究管理
·技術交流

·機微技術管理、他

装備監

調達管理部
研究所、
試験場等
（研究、試験
評価、他）

調達事業部

防衛装備庁長官

次長

監察·評価官

長官官房

～職員数1800名
  （事務官・技官等1400名、自衛官400名）
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同盟の機会

もし日本政府がこれらの政策を日米貿易摩擦の最中に
行っていたならば、日本政府は米国の防衛産業を犠牲
にして日本の市場シェアを拡大しようとしているので
はないかとの疑念が米国政府の中で高まっていたこと
だろう。しかし今日では、米国の政策担当者はこうし
た日本の動きを歓迎している。米国に対するサプライ
ヤーネットワークの拡大や、コスト効率の向上、同盟
の相互運用性の向上、また他国が獲得しつつあるので
はないかと（米国の政策担当者が）恐れている特定の
軍事技術においても、同盟国全体として優位性の維持
につながりうることが、その理由となる。 

このように、両国政府の手でほぼ完成している改訂
版の日米ガイドラインには、装備品·技術協力が新た
な二国間による取り組みとして記載される見込みであ
る。また、ノースロップ·グラマンやロッキード·マ
ーティンなどの米国の大手防衛企業は現在、この機会
を利用して日本での企業プレゼンスを高めようとして
いる。この動きはほぼ自然発生的な形、あるいは市場
の要請に応じた形で二国間の防衛技術研究·調達協力
の拡大につながると期待されるが、これらの課題解決
と今後の投資に関わる追加的なリーダーシップがなけ
れば、全体としてのインパクトは控えめなものにとど
まるだろう。

日米両国には、この段階的なアプローチからさらに進
んで、米国の防衛革新イニシアチブ.の実施に日本が
パートナーとして関与することにより、両国の協力を
より高いレベルに引き上げるチャンスが存在する。
「第3の相殺戦略」とも呼ばれるこの国防総省の取り
組みは、冷戦時代の米ソの軍拡競争を思い起こさせ
る。この戦略は、1950年に当時のドワイト·アイゼ
ンハワー大統領が打ち出した「ニュールック戦略」
や、1970年代と80年代にソビエト連邦の数的または
技術的優位を前にして認識された防衛力格差への対応
策として立案された「第2の相殺戦略」と同様の文脈
に置かれている 。ただし今回は、主な懸念国として
ロシアのほかに中国が加わった。中国による高精度
の長距離ミサイルや統合防空システムの開発、第5世
代の戦闘機と装備の充実した原子力潜水艦の配備の進
展、サイバー空間や宇宙空間における作戦能力の高さ
がその主たる要因である 。

中国の台頭は、アジアにおける米軍基地と米国で最も
費用がかかっている防衛プラットフォームの脆弱性を
増すと予想される。ひいてはこの脆弱性が、米国が中
国との対立激化のリスクを避けようとするのではない
かとの疑念を呼び起こし、特定の状況下において抑止
力の安定性が損なわれるおそれがある。米高官の中に
は、中国、ロシア、イランなどによる軍事力増強に向
けた投資を、米軍による各地域での介入阻止と無効化
をねらったものと見る向きも少なくなく、この点は日
本にとっても懸念材料である 。

これに対し、ロバート·ワーク米国防副長官は、米軍
要員に競争優位性を与えることで、「紛争において対
抗勢力が米国と決して互角だと感じることがないよう
にする」必要性を強調している。ワークはこれを「抑
止力の本質であり、最終的に我が国のあらゆる利益を
保全するもの」と呼んだ 。

この米国の新イニシアチブの重要な要素の一つは、宇
宙、海底、航空支配および航空攻撃、防空·ミサイル
防衛といった分野の革新的技術、さらに今後生まれて
くる技術を特定·開発·配備するための「長期研究開
発計画プログラム」である。国防総省は政府と米軍の
優秀な人材をピックアップし、産業界、学界、国立研
究所、シンクタンク、および他国からの参加者も含め
たその他のソースからなる、情報収集のための少人数
のチームを各カテゴリーごとに組織した。まずは初期
成果の2017年度提出予算への組み入れを間に合わせ
たい意向だが、これらの技術プログラムはいったん開
始されれば数年間も、場合によっては数十年にもわた
って継続される可能性もある。

国防総省が特に重点を置いているのは、自律システ
ム、小型化、ビッグデータ、先進製造技術の分野であ
る。ロボット工学、エネルギー貯蔵、人工知能その他
の米国の重点分野における日本のすぐれた能力からす
れば、このプログラムが新たな二国間協力の道筋とな
るのは自然な流れであり、日本の既存の防衛関連企業
の関与のみならず、日本が有する既存の商業技術の防
衛目的への応用も考えられる。 

これらのシステムは特徴として防衛目的であることが
多く、日本が攻撃的兵器の輸出に政治的に敏感である
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ことを考えれば、二国間防衛協力の有力な候補となり
うる。このような協力により、たとえばよりコストを
安くかつ効果的なミサイル防衛を（電磁加速砲や指向
性エネルギーを利用して）実現することで、中国自体
に脅威を与えない形で中国の巡航ミサイルを撃退で
きるかもしれない。また、無人潜水機によって中国や
ロシアの潜水艦オペレーションに対して抑止力を強化
できるかもしれない。他に、前進基地や宇宙空間にお
ける指揮統制システムの強靭性向上も優先事項である
が、これらはいずれも日本の政治的制約の範囲内でな
ければならない。

とはいえ、防衛協力の潜在的効果は確かに大きいが、
引き続き課題も多い。

待ち受ける障害と危険

そうした課題の一部は、日本が修正後の政策を今後ど
のように実施していくか、日本の企業風土がどのよう
な反応を示すか、またこのユニークな官民協力を管理
するために日米両国がどのような措置をとるかといっ
たなどの整理がいまだ不明瞭なことに起因する。この
新たなフロンティアを進んでいくには、忍耐、粘り強
さ、柔軟性、そして両国のリーダーからの継続した関
心が必要になる。

日米両国はともにこの機会を積極的に生かさなけれ
ばとの切迫感を抱いているが、官民問わずこれまでの
古い習慣はなかなかやめられるものではない。たとえ
ば、日本の官僚の多くは、昨年の防衛装備移転原則の
緩和により、市場取引の枠内で多くの取引や輸出認可
申請が促進されることを期待していたが、各企業の動
きは慎重だ。特に日本企業は、どのような形で協働に
サポートを受けられるかについて更なる指針を政府に
求めており、どのような事業が“平和”や“国際協
力”や“日本の安全保障”に寄与するのかを明確にす
るには、新たな事例の蓄積が必要になる。日本企業の
役員らは、利益が上がるだけでは輸出認可を受けるの
に十分な理由にならないと指摘しており、多くは現段
階において政府間の枠組みの中で動くほうが得策だと
考えているようだ。

しかし、防衛技術協力への政府主導のアプローチは同
盟国間の調整に時間がかかる。まず第一に、日米では
プロセス管理の仕方が微妙に異なる。日本の防衛省の
防衛政策局は従来から自衛隊の調達ニーズの充足を担
当してきたが、米国側のカウンターパートは、調達·
技術·兵站をリードする国務次官のサポートしか行っ
ていない。また、防衛関連の研究開発に関する政府
間協力の調整にあたる二国間の協議手段として日米装
備·技術定期協議（S&TF）があるが、これはいまみ
てきたような広範な協力オプションを検討するために
組織されたものではない。

先頃S&TFに能力グループ（Capabilities Group）が
導入されたことは、技術要件の定義とその調達方法の
決定に関する両国間の差異を埋めることに役立ってい
るが、両国が目前にある機会を最大限に活用しようと
するなら、更なる調整が必要になる可能性がある。た
とえば、S&TFには日本側からは防衛省しか関与して
いないが、米国政府が関心を持つ日本の技術分野の多
く（エネルギー貯蔵、各種材料など）は必ずしも防衛
省の管轄下にはない。そのため米国側は、宇宙やサイ
バーセキュリティの分野を含む日本のより広範な民間
および産業界との連携を他の省庁経由で構築する必要
がある。

もう一つの課題は、第三国移転に関して日本側がどの
ような保証を必要とするかについての法的な不確実性
である。この点が不明瞭なために、現在までに認可さ
れた数件の輸出については、承認を得るまでの手続き
に非常に時間を要した。したがって、これらを整理す
る必要が出てきている。たとえば、信頼できるサプラ
イチェーンを保証するための防衛生産に関わる法律
や、日本の技術情報を保全するための新たな規則など
の形で、日本において新たな法規制を導入することも
ひとつのアイデアである。機密情報へのアクセス全般
についても、このようなプロセスに慣れていない企業
にとってはそもそも複雑かつコストのかかる手続きで
あり、軍事情報の保全に関する二国間協定に産業界
が関わる部分について付属項目が必要だとの意見も
ある。

日本の防衛装備庁の設置はこうした多くの課題への対
処に役立つと思われるが、防衛装備庁が正式に稼動し
始めるのは2015年秋以降であり、どの程度機能的か
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つ効率的な組織になるかも現時点ではまだわからな
い。日本国内では、現状の計画ではおそらくスタッフ
不足になり、新たな担当業務をすべて実施するには予
算不足になるだろうとの指摘も一部にある。これに
対し防衛省では、既存の経産省傘下の研究機関におけ
る、すでに実施されている防衛に関わる研究開発の継
続的実施や、産業界全般にマーケティング支援や財政
支援を行っている他省庁からの支援の取り付けなど、
政府内の他省庁の支援を活用する方法を検討してい
る。ただし、他省庁からある程度の協力は得られるだ
ろうが、それらの組織には防衛分野に関しての責任範
囲はない。

米国サイドでは、連邦議会が海外からの防衛装備品調
達全般に関してさまざまな制約を課しており、日米両
政府が防衛装備品調達に関する相互覚書を締結するま
では、これら議会の制約を回避することができない。
米国政府は他のいくつかのパートナー国との間でこの
種の覚書にすでに調印しているが、調印までには最大
2年の審査プロセスを要する。さらに、米国の防衛技
術·調達体制はきわめて広範なため、国際的な調達参
加において整理された情報開示基準に従い、要件確認
から研究開発、調達まで予測可能な形で一貫性のある
プロセスをとれない場合が多い。両国の産業界は新た
な機会や提携の形を積極的に模索しているが、以上の
ようなさまざまな不確定要素があることから、大型の
新規投資には二の足を踏んでいる。

日本企業はこうした省庁との手続きリスク及び法的な
リスクのほかに、風評リスクにも直面している。防衛
関連の売上が会社全体の売り上げに占める割合は概し
てわずかであることもあり、日本企業の経営陣の多
くは、目立つ形での防衛装備品輸出は平和を愛する日
本の国民から毛嫌いされるのではないかと憂慮してい
る。たとえば、ある日本の有名なエレクトロニクス企
業において、たとえ防衛関連事業が社内の独立した一
部門であっても、会社のブランド名が防衛装備品販売
と結びつけられることによって、会社全体にとっては
有害無益となるおそれがある。防衛関連産業における
サプライチェーンへの新たな参入を考えている企業に
とっては、なおさらのことだ。いくつかの大学や研究
機関は防衛用途の製品に関わる研究連携を始めようと
しているものの、こうした組織にとってもこれらは政
治的に敏感な問題である。

さらに日米両国は、両国が連携して次世代防衛技術の
推進、特に昨今の中国の台頭への対応が明らかなもの
に対しては特に、近隣諸国がどう反応するかも考慮し
なければならない。一国の抑止力は常に他国にとっ
ては脅威として認識される。すなわち、米国政府が新
たな防衛イニシアチブをどのような手段で実施するか
は、安全保障環境に影響するのである。

中国の反応は必ずしもネガティブなものとは限らない
が、それは米国が防衛革新イニシアチブをより広範な
地域全体の利益に資する形で進められるかどうかにか
かっている。米国は過去、公共財の保護を目的とした
上で大きな軍事上の優位性を保持しているときには、
（完璧とまではいえないものの）ポジティブな実績を
有している。冷戦終結以後のアジアの繁栄と相対的安
定性は、この事実を裏づけている。日本もまた、米国
には地域内の情勢悪化をコントロールし、かつ軍事的
冒険主義を思いとどまらせることができるだけの自ら
の能力に確信を持ってほしいと望んでいる。

国防総省は防衛革新イニシアチブの初期に、戦闘にお
ける大幅な優位性の創出、将来の仮想敵国が進める戦
略的な防衛投資のかく乱と阻止、また将来の敵国に対
しての大幅なコストの賦課など複数のゴールを示し
た。これらが北京やモスクワに警戒心を抱かせるのは
確かだが、潜在的な軍備拡張競争を抑制する方法はあ
る。日米両国が新たな防衛システムを可能な範囲内の
コストで開発できる能力があることを示し、かつその
新システムによって対抗勢力の存続にかかわる懸念を
引き起こすことなく、対抗勢力の戦力投射を無効化で
きるだけの軍事的な優位を得られれば、これについて
いこうとする努力は持続不可能でかつ必要性も低いと
感じさせることでき、対抗勢力の行動抑制を促せる可
能性がある。特に後者の対抗勢力の行動抑制を促す点
については、オープンな外交と共通利益の重視によっ
て強化できる。

しかしながら、これで失敗した場合、相互不信と、安
全保障と軍事的優位の無益な追求を全面的に助長する
おそれがあり、それが中国の（特に資金力を鑑みた場
合）防衛投資の拡大を招くことは避けられず、結果と
して悪循環に陥ってしまう。そうなれば、冷戦時代の
再現のように、財務、人的、機会コストの面で多額の
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費用を要することになるだろう。冷戦時代の例でいえ
ば、米ソの防衛予算は1970～80年代を通じて着実に
上昇し、それぞれ米国では年間GDPの約6%、ソ連で
は約30%に達した。この間の兵器調達·研究開発費
支出は両国合計で2兆ドルを超えた 。これは多大なる
浪費ではあったが、国家というものが、安全保障上の
重要な利益が脅かされていると感じた場合、どこまで
のことをするかが表れた数字である。

新たな二国間協力への提言

日米防衛技術協力に時間と資金を投資することで、日
米どちらか1カ国のみで実現できる以上に、日米同盟
がもつ軍事的優位性を高めることができる。調達コス
トの削減が第一目標ではないものの、製造プロセスの
改善や調達効率の向上、あるいは高額な迎撃ミサイル
の代わりに指向性エネルギーを利用したミサイル防衛
システムの改良により、コスト削減に関しても効果を
期待できる。また、このような協力により、エネルギ
ー効率化、テロの脅威への対応、環境問題や自然災害
の軽減といった別の分野に応用できる技術的ブレーク
スルーが促進される可能性もある。

それでもなお、この新しい協力活動の主目的は、日米
同盟の脆弱性を低減することと、地域内において両国
の利益に反する軍事的な圧力や冒険主義は成功しない
と明確に示すことでなければならない。あわせて、こ
の協力によってコストの高い安全保障のジレンマが加
速することがないように、地域内の他の利害関係国の
利益も尊重することを保証し、またそれに対応する行
動も必要になる。
 
アジアの主要国間で地域の将来像に関する相互合意が
生まれない限り、大国間の融和的な協調が生まれる見
込みは薄く、抑止力は不可欠であり続けるだろう。ア
ジアにおいては本当の意味でのイデオロギー闘争はな
く、経済的な相互依存が深まり、多くの共通利益が
ある現状を考えれば、冷戦の復活は避けられるはずで
ある。しかしながら、この地域でまだ確立されていな
い現状の安全保障体制では、経済的または軍事的な優
位性を掌握するための手段と自信をもった一部の国々
が、実際に力による行動に出ることを防ぐことはでき
ない。

同盟協力におけるこの新たな防衛技術フロンティアを
うまく進めていくための単一のアプローチは存在しな
い。その取り組みは、ボトムアップにより市場メカニ
ズムにおいて導かれる部分があると同時に、トップダ
ウンの政策立案によって（時によっては政府による
支援を通じて）導かれることにもなるだろう。民間企
業は更なるパートナーシップの構築を模索するととも
に、サプライチェーンや技術上の問題を解決し、既存
の製品群をより効率化し、また日々進化していく軍
事的要件を満たすための革新的な開発手段を探るだろ
う。また、日米両国政府もコミュニケーションをとる
ことで、重要な戦略分野における長期的な研究開発協
力の機会も含めて、二国間協力を更に促進する環境を
整えることができる。 

この春、ワシントンでのバラク·オバマ大統領と安倍
首相との首脳会談に先立ち、米国の国防長官と国務長
官が日本の外相および防衛相といわゆる「2＋2」会
合を持つ予定である。両国の外交·防衛政策の責任者
はこの会合で改訂された日米ガイドラインを発表する
際に、この新たな二国間防衛技術協力を強調し、同盟
関係を運用する担当者に対し、政策目標の明確化と、
この機会を最大限に利用するための省庁横断的な取り
組みを求めるべきである。

その第一歩として、両国首脳が米国および同盟国の特
定の軍事的要件に資する、長期的な二国間技術協力を
承認することと、特に有益と認められる場合において
米国の防衛革新イニシアチブに日本が関与することで
ある。この協力を実現するには、長期的な技術トレン
ドをより適切に評価し、広範な安全保障上の課題に対
処するための選択肢を検討できるように、二国間の防
衛装備·技術に関する定期協議を政府（シビリアン）
、民間セクター、アカデミアを関与させることによっ
て更に補完または拡大させることが必要だろう。

また、両国の政治リーダーは軍事的な役割·任務·能
力、及び今後の計画に関わる現行の日米同盟に関わる
二国間対話と現状のS&TFとの連携を強化し、日米協
力が真に現場のニーズに適確に応えられるものになる
ようにする必要がある。同時に、両国の外交·防衛政
策責任者は、近隣諸国を安心させ、十分な透明性を維
持し、地域内の軍拡競争を避けるための方法について
密接に協議することも必要だ。
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加えて、日米両国は、技術情報の保全をリスクにさら
すことのない形での二国間協力に向けて障害を特定
し、取り除くための官民のコミュニケーションを促進
するべきである。初期段階での課題の一つは、防衛装
備品調達に関する相互覚書の締結である。さらに、産
業界、学界、および他の政府機関からの協力を促すた
め、日米における研究開発と官民連携に防衛予算を一
部追加的に振り向けることも考えられる。

一方、両国の産業界は、日本の現在の新しい政策立
案者らが手綱を取っているうちに行政手続き上の先
例を確立するため、小規模な形からでも協力プロジェ
クトを早急に進める必要がある。規制上の課題を明確
にし、関連分野における人的ネットワークを深めるに
は、たとえ規模は小さくとも、今こそ投資を行うべき
時である。初めのうちはミサイル防衛やセンサー、偵
察などの防衛システムに重点を置くことが、世論や外
交的な支持を得やすいだろう。

日米の防衛技術協力には変化が起こりつつあるが、こ
の変化が東アジアの平和と安定にどの程度寄与するか
は、両国政府がこのポテンシャルをどれだけ効果的に
生かせるかにかかっている。日米両政府は、長期的な
目標設定と、実務的な問題解決や資源の効率的利用と
のバランスをとりつつ、官·民、軍人、文民を問わず
可能な限りあらゆる人材を活用し、成功に向けて基盤
を構築しなければならない。

これらをゆっくりと始めることは構わない。が、今始
めることが重要なのである。徐々に経験を重ねながら
実績を評価し、改善を加えていくことが肝要である。
日米両国が強い技術的優位性を持つことは、これまで
と同様に、両国と地域の将来にとって大いに役立つこ
とだろう。 
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